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	福島県へ復興視察
	県庁前の集会に参加
	三郷市防災訓練に参加
	子ども家庭センターを設置
	子ども家庭庁の設置と児童福祉法の改正により、本市はすべての妊婦・子育て世帯・子どもへ一体的に相談支援を行う「子ども家庭センター」を設置する（令和6年度から）ことになります。
	市民から提出された請願書不採択
	国に対し「健康保険証の存続を求める意見書」の提出を求める請願書
	三郷市社会保障推進協議会から提出された請願書は健康福祉常任委員会に付託されましたが、「マイナ保険証に関する間違った情報の紐つけなどの問題は、国が対応している」など反対する議員があり、日本共産党以外の反対多数で否決されました。
	日本共産党市議団は「マイナンバーカードをめぐるトラブルが後を立たず、マイナ保険証の利用率はたったの4.49％まで落ち込んでいる。資格確認証が発行されても申請が必要など無保険者が大量に発生しかねない。」として、請願に賛成しました。

